
（2）労働衛生分野を中心とした行政の流れ

労働衛生行政の流れの中で、メンタルヘルス対策が法令上組み込まれたのは1988年で、労働安全衛

生法の改正によって労働者の健康保持増進措置（THP）が事業者の努力義務とされ、この中で初めて

位置づけられました。これは、労働者の身体の健康にこころの問題が関係していることが少なくなく、

労働者の身体疾患や行動の変化の背景にこころの状態の変化が関係していることが見受けられること

が多くなったためで、本人がメンタルヘルスケアを受けたいと申し出た場合、あるいは健康測定の結

果、メンタルヘルスケアを受けさせた方が良いと判断された場合には、気づきやリラクセーションな

どの措置を講ずることが事業者に求められたのです。

そして、2000年8月には、労働省（現厚生労働省）によって「事業場における労働者の心の健康づ

くりのための指針」（メンタルヘルス指針）が策定され表 2-1のように4つのケアが示されました。
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1988年10月：健康保持増進措置（THP）を努力義務化

1989年10月：職業性疾病対策　特殊健康診断項目の改正（鉛､有機溶剤）

1989年10月：生活習慣病対策　定期健康診断項目の改正（貧血､肝機能､心電図）

1992年 7 月：快適職場環境の形成　作業環境の管理、作業方法の改善

1996年10月：労働安全衛生法改正　健診結果を通知、事後措置の義務化

1999年 9 月：心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針

2000年 8 月：事業場における労働者の心の健康づくりのための指針（労働基準局長通達）

2001年 4 月：二次健康診断等給付制度の創設（労災保険法一部改正）

2001年 4 月：労働時間の適正な把握…使用者が講ずべき措置に関する基準

2001年12月：脳・心臓疾患、過労死の認定基準改正

2001年12月：「職場における自殺の予防と対応」（働く人の自殺予防に関するセミナーテキスト）作成

2002年 2 月：過重労働による健康障害防止のための総合対策

2002年12月：自殺防止対策有識者懇談会「自殺予防に向けての提言」

2003年 6 月：第10次労働災害防止計画でメンタルヘルス対策の強化

2004年10月：心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き

2005年 7 月：障害者雇用促進法改正　精神障害者を法定雇用率に算定等

2005年10月：労働安全衛生法改正　長時間残業者の面接指導等

2005年11月：プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン

2006年 3 月：労働者の心の健康の保持増進のための指針（厚生労働大臣公示）

2006年10月：自殺対策基本法の施行

2007年 6 月：自殺総合対策大綱策定


